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一般的には仮想通貨のイメージが強いブロックチェーン技術は、2018年に大
きな転換期を迎えた。金融サービス業界全体がブロックチェーン技術を自社
業務に活用しようと検討・検証を進めているのである。

しかしながら、ブロックチェーン活用を推進する上で、日本国内での課題も
浮き彫りになっているのが現状である。

本稿では、保険会社が抱える課題を踏まえ、ブロックチェーンによって保険
業界がどのような業務領域で恩恵を受けやすいのかを仮説を立てた。また更
なる技術革新によって将来どのような可能性が出てくるのかを、ブロック
チェーンが秘めるポテンシャルの高さについて論じたい。
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ブロックチェーン活用が求められ
る理由

ブロックチェーン活用は依然として世界
的 に も 国 内 的 に も 黎 明 期 に あ る が 、
2018年は金融業界でPOC（概念実証）
にとどまらず実用化が進み、いわばブ
ロックチェーン2.0ともいうべきフェー
ズにさしかかっている（図表1）。

ブロックチェーンへの関心と活用のレベ
ルは分野ごとの差が見られ、現状では生
命保険よりも損害保険・再保険分野で積
極的な取り組みが進んでいる。その理由
の1つは、自動運転車といった破壊的テ
クノロジーの影響を受け、損害保険会
社・再保険会社が収益低下への危機感を
募らせていることである。こうした流れ
を背景に、業務効率化や新商品（マイク
ロインシュアランスや小口ニーズに対応
する商品）開発の必要性が急速に高まっ
ている。

現在のところ、生命保険業界はビジネス
のあり方を根底から揺るがされるような
変化に直面していないが、業務効率化の
必要性に直面している点では変わりな
い。例えば日本でビジネスを展開する
40以上の生命保険会社は、各社独自に
ウェブサイトやデータベースを保有し、
企業単位で保険請求業務を行っている。
このことを考えても、プロセスの共有・
標準化を通じた効率化向上の余地は大い
にあると言える。

また生命保険会社は、営業や販売網、顧
客関係管理といった分野でコスト削減を
進める必要性に迫られている。人口減少
と労働力不足の影響が深刻化しつつある
今、こうした課題への対応が急務となっ
ている。

日本が直面する課題

ブロックチェーンは、日本の保険会社に
変革をもたらす可能性を秘めていること
は間違いないが、状況を注意深く見極
め、活用法を正しく理解する必要があ
る。ブロックチェーンが持つ大きな強み
の1つは、信頼性・透明性が高い環境の
中で多様なステークホルダー間のデータ
共有を低コストで実現できる点である。
しかし、同技術を活用した仮想通貨取引
をめぐる近年のスキャンダルなどの影響
もあり、日本では依然として誤ったネガ
ティブなイメージが払拭できていない。
また日本の消費者は、他国と比べて個人
データの共有にやや神経質な傾向があ
る。こうした理由から、ブロックチェー
ンのポテンシャル活用に一定の制約もあ
るのが実状である。

保険×ブロックチェーン
～保険会社のブロックチェーン活用状況と将来の展望

来たる“創造的破壊”の波

 “創造的破壊”の波はあらゆる産業を飲み
込む。既に“発展期”や“混乱期”の産業群
（図表1）に見られる通り、“創造的破
壊”の世界では、競争のルールが根本か
ら覆り、業界構造が激変する。多くの場
合、既存大手は存在感を失い、新規参入
企業が主役に躍り出る。

例えば、Amazonは徹底的に磨き込んだ
ECにより買い物の煩わしさを解消し、
Kindleにより読書そのものを再定義して
きた。その結果、米国トイザらス（2017

年9月に破綻）をはじめとする伝統的な
小売系メガプレイヤーは窮地に陥ってい
る。（ちなみに、Amazonの事業拡大に
影響を受ける銘柄群は「Amazon恐怖銘
柄指数（Death by Amazon）」と呼ばれ
ている）

次の“創造的破壊”の波は、銀行・証券・
保険を含む“不安定期”の企業群に到来す
ると見られている（図表1）。

何が“創造的破壊”を引き起こすのか。そ
れは、Amazonが買い物の面倒臭さを解
消したように、テクノロジーの進化に伴
う、消費者の隠された不満（＝本質的
ニーズ）を根本から解決するプレイヤー
やサービスの出現である。

その意味では、規制産業の代表格である
金融業界の顧客体験は他産業と比べても
著しく悪いため、“創造的破壊”が引き起
こされる可能性・インパクトともに甚大
であると見るべきであろう。

金融業界に“創造的破壊”をもたらし得る
非金融プレイヤーは複数考えられるが、
例えば、GAFAのようなプレイヤーが、
デジタル空間における圧倒的な顧客接
点・顧客情報を強みに本腰を入れて攻め
込んでくるはずだ。

真の顧客起点型ビジネスモデルへ

既存金融機関が“創造的破壊”の時代で勝
ち残るにはどうすべきか。

それは、“真の顧客起点型ビジネスモデ
ル”に生まれ変わる他はない。そのため
には、ビジネス運営の方法論だけでな
く、企業としての価値観・DNAにまで踏
み込んだ変革が必要である（図表2）。

昨今では多くの国内金融機関において、
特定の領域においてはアジャイル型で開
発を行って早い段階で“Go or No-Go”を
見極めることや、成果測定をするにあ
たって結果指標一本槍ではなく、案件タ
イプによっては“案件実施数”といったプ
ロセス指標で管理すべき、といった“方
法論”が相当程度浸透してきている。

しかしながら、“価値観”の面では、未だ
に多くの金融機関が旧来型パラダイムか
ら脱し切れていないと感じる。

つまり、あくまでも発想の起点が“自社
の都合”であり、ビジネスの勝ち方が昨
年までと大きく変わらないことを前提
に、硬直的かつロジカルな手法でビジネ
スを設計しているのだ。

また規制環境も保険会社に影響を及ぼし
ている。日本の金融セクターでは、他の
主要先進国と比べて厳格な規制が施行さ
れており、保険会社は顧客データの共有
を海外ほどオープンに行えていない。
（例えば国内の生損保間では、顧客デー
タ共有が禁じられている）。

さらに保険会社の異業種参入にも制限が
あるため、ブロックチェーンの強みを活
かしやすいエコシステム構築の機会は限
られるのが現状である。

但し、こうした面だけを見て、ブロック
チェーンのポテンシャルを判断するのは
早計であろう。例えば東京海上日動火災
保険の取り組みでは、データ入力に要す
る時間が85%短縮され、業務効率化の観
点だけをみても効果は明らかである。ま
た同技術の活用を通じて、生命保険会社
の企業価値が26%向上するというデータ

もある。日本の保険会社がこうした効果
を実現するには、まずブロックチェーン
にまつわる誤ったイメージを見直し、活
用法を正しく理解することが不可欠で
ある。

国内におけるブロックチェーンの
伝統的保険業における活用仮説

日本の保険会社が検討・推進しやすいの
は、伝統的保険業務にブロックチェーン
を適用し、業務効率化を狙いとするケー
スが多いと思われる。弊社仮説として、
伝統的保険業務のバリューチェーンにお
けるブロックチェーン適合性の余地を検
討した（図表2）。その結果、適合性の
高い領域は以下の2つと考えられる。

A）引受査定や支払査定など関係者が多
く、データの共有によってうまく機能す
る領域

B）反社チェックや各種属性変更等、非
競争領域で、紙ベースのオペレーション
や人手によるデータ連携・加工などの非
効率な業務プロセスが依然として存在す
る領域

ブロックチェーン活用アイデアの1つ目
として、未収対応が考えられる。現在、
保険料未収が発生した場合、未収の案内
発送や営業職員が直接集金することで未
収対応しており、発送費や人件費などの
コストがかかる。ブロックチェーン活用
により、顧客のクレジットカードや銀行
口座情報を共有し、未収の発生をトリ
ガーとして、別の口座から自動引落しを
実施することで案内・通知発送費や人件
費などのコスト削減に寄与する。また本
来的な保険会社の活動として、資金繰り
に困っている顧客に対して、コストをか
けてでも営業職員が対面で収納勧奨・コ
ンサルティングを実施して、顧客不利益
を未然に防止することが可能となるので
はないか。

活用アイデア2つ目は、引受査定の自動
化である。保険会社はお客さまの信用情
報、反社情報は金融機関毎に管理してい
るが、ブロックチェーンを活用し、反社
情報他を共有することで、各社個別で管
理する必要がなくなる。さらに競争領域
業務でないため、業界標準としての活用
も視野に入れることができる。ただし、
情報の管理主体やセキュリティの検討は
慎重に行う必要がある。

終わりに

ブロックチェーンは、一般的に仮想通貨
のイメージが先行しているが、様々な企
業がブロックチェーン技術をいかに自社
業務に適用できるかを模索している最中
である。金融機関において、当局の規制
も考慮した上で、いかに現業への適用が
見込めるか、まだまだ検証が必要な状況
であろう。

ブロックチェーン活用がもたらす効果
は、効率化やコスト削減にとどまらな
い。保険加入や保険金の請求・支払いプ
ロセスが迅速化すれば、顧客体験の向上
にもつながる。将来的には、ブロック
チェーンはさらに大きな可能性を秘めて
いる。「展開が容易な」既存商品の枠組
みを超え、顧客それぞれの目的や嗜好に
あった保険商品・ソリューションを、銀
行やフィンテックなどの異業種企業と共
有するプラットフォーム上で提供すると
いったことが可能かもしれない。安全性
の高いブロックチェーン技術を活用した
オープンデータ・ベースのエコシステム
は、全てのステークホルダーにメリット
をもたらすであろう。

これまで保険商品は、顧客ニーズに応じ
てその都度開発・提供するという、受け
身的な販売がほとんどだった。しかしブ

ロックチェーンの登場によって、金融
サービス業界全体のエコシステムとより
密接に連携し、顧客のライフスタイルに
寄り添った積極的な展開も可能になって
いる。少なくとも理論の上では、保険業
界に生じる長期的変革の牽引役となるポ
テンシャルを持っているのである。

これまでの競争環境ではこれが正解だっ
たのかもしれない。なぜなら、規制で守
られた金融業界ではビジネスの予測可能
性が相対的に高く、過去の積み上げに基
づくビジネス設計である程度方程式を解
き切れたからだ。

だが、“創造的破壊”の世界では、ビジネ
スの予測可能性が著しく悪化し、従来型
のアプローチが通用しなくなる。

あくまで顧客起点でアンメットニーズを
徹底的に洗い出し、消費者の微妙な感情
も読み取りながらプロダクト・サービ
ス・顧客体験を磨きこんでいくことが勝
負の鍵となるのだ。

先進事例

このような環境認識を踏まえ、いくつか
の金融機関では“真の顧客起点型ビジネ
スモデル”への転換に向け先手を打ち始
めている。

伊予銀行では、「デジタル・ヒューマ
ン・デジタル（DHD）バンク」構想を掲
げ、人的資源は人ならではの付加価値を
出せる領域（相談・地域とのつながり
等）に特化し、それ以外の領域（手続き
等）はデジタルを使い徹底的に効率化す
ることを基本方針としている。結果、顧
客は煩雑な手続きから解放され（例、6

分での口座開設）、密な相談を受けられ
るといった顧客体験の抜本的な変革を目
指している。

独保険大手アリアンツでは、複数のエコ
システム（スマートホームサービス、農
家向けトータルソリューションサービ
ス）に参画し、エコシステムの一参加者
としての“保険プロバイダー”に徹してい
る。顧客視点での“自然な導線”を重視
し、あえてエコシステムの主導権を取ら
ない点が肝である。

英保険大手アビバでは、「デジタル・
ファースト」戦略として顧客支援サービ

スの拡充・迅速化を図っている。一例と
して、将来の顧客接点として「声」が肝
になると見立て、業界に先駆けてスマー
トスピーカー（Amazon Alexa）の活用
を模索している。

抜本的体質転換の要諦

既存金融機関にとって、新たなビジネス
モデルへの転換は、一足飛びに実現でき
るものではない。

なぜなら、既存プレイヤーがビジネスモ
デルを変革する上では、足元の利益捻出
と 将 来 の 機 動 性 確 保 を 両 立 す べ き
（WISE PIVOT）であるからだ（図表3）。

つまり、既存ビジネスでは、商品開発ス
ピード向上、マーケティング高度化、コ
スト効率化といった現状の延長線上でビ
ジネスを高度化・効率化していく。一方
で、徹底的な顧客起点で新たなビジネス
モデルを生み出すことが重要なのだ。

特に、新たなビジネスモデルの創出を、
現行組織体制の枠組みの中で生み出すこ
とは現実的ではない。

良くある陥りがちな罠として、既存ビジ
ネスと兼務で新規ビジネス担当者をアサ
インしてしまうことである。

前述の通り、既存ビジネスと新規ビジネ
スは真逆の価値観で推進していかなけれ
ばならない。しかし、両者を兼務にして
しまうことで、“現状の制約の中でやれ
ること”を前提に新規ビジネスを発想し
てしまい、将来新たな収益の柱になりう
るようなキラリと光る新規ビジネス案が
生まれないのだ。

そこで、弊社は部門横断型プロジェクト
を組成することを推奨している（図表4）。

当該組織では、有力人材を結集させ、徹
底的な顧客目線で顧客ニーズ充足に資す
るビジネスモデルをデザインすること
（Whatの具体化）に特化する。

他方で、現行組織は、部門横断型プロ
ジェクトが具体化したWhatを、どう実
現するのかを考えるのだ（Howの検討）。

ポイントは、新規ビジネス部隊が“飛ん
だ”発想をしやすくするために、既存ビ
ジネスから切り離すことにある。

最後に

来たる“創造的破壊”の時代に勝ち残るた
めには“真の顧客起点型ビジネスモデル”
への転換が必要であり、既存金融機関に
とっては、既存ビジネス強化による足元
の利益捻出と、将来のビジネスモデル創

出の両立（WISE PIVOT）が肝要である
ことを述べた。

抜本的な変革には痛みが付き物である。
既存金融機関は、真の顧客起点型ビジネ
スモデルへの転換を腹決めする時期に来
ている。

残された猶予期間は長くはない。

我々は金融業界における企業変革のプロ
集団として、変革の気概ある金融機関に
おける抜本的なビジネスモデル変革の道
のりを伴走していきたい。
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図表1  ブロックチェーンの進化過程
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年9月に破綻）をはじめとする伝統的な
小売系メガプレイヤーは窮地に陥ってい
る。（ちなみに、Amazonの事業拡大に
影響を受ける銘柄群は「Amazon恐怖銘
柄指数（Death by Amazon）」と呼ばれ
ている）

次の“創造的破壊”の波は、銀行・証券・
保険を含む“不安定期”の企業群に到来す
ると見られている（図表1）。

何が“創造的破壊”を引き起こすのか。そ
れは、Amazonが買い物の面倒臭さを解
消したように、テクノロジーの進化に伴
う、消費者の隠された不満（＝本質的
ニーズ）を根本から解決するプレイヤー
やサービスの出現である。

その意味では、規制産業の代表格である
金融業界の顧客体験は他産業と比べても
著しく悪いため、“創造的破壊”が引き起
こされる可能性・インパクトともに甚大
であると見るべきであろう。

金融業界に“創造的破壊”をもたらし得る
非金融プレイヤーは複数考えられるが、
例えば、GAFAのようなプレイヤーが、
デジタル空間における圧倒的な顧客接
点・顧客情報を強みに本腰を入れて攻め
込んでくるはずだ。

真の顧客起点型ビジネスモデルへ

既存金融機関が“創造的破壊”の時代で勝
ち残るにはどうすべきか。

それは、“真の顧客起点型ビジネスモデ
ル”に生まれ変わる他はない。そのため
には、ビジネス運営の方法論だけでな
く、企業としての価値観・DNAにまで踏
み込んだ変革が必要である（図表2）。

昨今では多くの国内金融機関において、
特定の領域においてはアジャイル型で開
発を行って早い段階で“Go or No-Go”を
見極めることや、成果測定をするにあ
たって結果指標一本槍ではなく、案件タ
イプによっては“案件実施数”といったプ
ロセス指標で管理すべき、といった“方
法論”が相当程度浸透してきている。

しかしながら、“価値観”の面では、未だ
に多くの金融機関が旧来型パラダイムか
ら脱し切れていないと感じる。

つまり、あくまでも発想の起点が“自社
の都合”であり、ビジネスの勝ち方が昨
年までと大きく変わらないことを前提
に、硬直的かつロジカルな手法でビジネ
スを設計しているのだ。

また規制環境も保険会社に影響を及ぼし
ている。日本の金融セクターでは、他の
主要先進国と比べて厳格な規制が施行さ
れており、保険会社は顧客データの共有
を海外ほどオープンに行えていない。
（例えば国内の生損保間では、顧客デー
タ共有が禁じられている）。

さらに保険会社の異業種参入にも制限が
あるため、ブロックチェーンの強みを活
かしやすいエコシステム構築の機会は限
られるのが現状である。

但し、こうした面だけを見て、ブロック
チェーンのポテンシャルを判断するのは
早計であろう。例えば東京海上日動火災
保険の取り組みでは、データ入力に要す
る時間が85%短縮され、業務効率化の観
点だけをみても効果は明らかである。ま
た同技術の活用を通じて、生命保険会社
の企業価値が26%向上するというデータ

もある。日本の保険会社がこうした効果
を実現するには、まずブロックチェーン
にまつわる誤ったイメージを見直し、活
用法を正しく理解することが不可欠で
ある。

国内におけるブロックチェーンの
伝統的保険業における活用仮説

日本の保険会社が検討・推進しやすいの
は、伝統的保険業務にブロックチェーン
を適用し、業務効率化を狙いとするケー
スが多いと思われる。弊社仮説として、
伝統的保険業務のバリューチェーンにお
けるブロックチェーン適合性の余地を検
討した（図表2）。その結果、適合性の
高い領域は以下の2つと考えられる。

A）引受査定や支払査定など関係者が多
く、データの共有によってうまく機能す
る領域

B）反社チェックや各種属性変更等、非
競争領域で、紙ベースのオペレーション
や人手によるデータ連携・加工などの非
効率な業務プロセスが依然として存在す
る領域

ブロックチェーン活用アイデアの1つ目
として、未収対応が考えられる。現在、
保険料未収が発生した場合、未収の案内
発送や営業職員が直接集金することで未
収対応しており、発送費や人件費などの
コストがかかる。ブロックチェーン活用
により、顧客のクレジットカードや銀行
口座情報を共有し、未収の発生をトリ
ガーとして、別の口座から自動引落しを
実施することで案内・通知発送費や人件
費などのコスト削減に寄与する。また本
来的な保険会社の活動として、資金繰り
に困っている顧客に対して、コストをか
けてでも営業職員が対面で収納勧奨・コ
ンサルティングを実施して、顧客不利益
を未然に防止することが可能となるので
はないか。

活用アイデア2つ目は、引受査定の自動
化である。保険会社はお客さまの信用情
報、反社情報は金融機関毎に管理してい
るが、ブロックチェーンを活用し、反社
情報他を共有することで、各社個別で管
理する必要がなくなる。さらに競争領域
業務でないため、業界標準としての活用
も視野に入れることができる。ただし、
情報の管理主体やセキュリティの検討は
慎重に行う必要がある。

終わりに

ブロックチェーンは、一般的に仮想通貨
のイメージが先行しているが、様々な企
業がブロックチェーン技術をいかに自社
業務に適用できるかを模索している最中
である。金融機関において、当局の規制
も考慮した上で、いかに現業への適用が
見込めるか、まだまだ検証が必要な状況
であろう。

ブロックチェーン活用がもたらす効果
は、効率化やコスト削減にとどまらな
い。保険加入や保険金の請求・支払いプ
ロセスが迅速化すれば、顧客体験の向上
にもつながる。将来的には、ブロック
チェーンはさらに大きな可能性を秘めて
いる。「展開が容易な」既存商品の枠組
みを超え、顧客それぞれの目的や嗜好に
あった保険商品・ソリューションを、銀
行やフィンテックなどの異業種企業と共
有するプラットフォーム上で提供すると
いったことが可能かもしれない。安全性
の高いブロックチェーン技術を活用した
オープンデータ・ベースのエコシステム
は、全てのステークホルダーにメリット
をもたらすであろう。

これまで保険商品は、顧客ニーズに応じ
てその都度開発・提供するという、受け
身的な販売がほとんどだった。しかしブ

ロックチェーンの登場によって、金融
サービス業界全体のエコシステムとより
密接に連携し、顧客のライフスタイルに
寄り添った積極的な展開も可能になって
いる。少なくとも理論の上では、保険業
界に生じる長期的変革の牽引役となるポ
テンシャルを持っているのである。

これまでの競争環境ではこれが正解だっ
たのかもしれない。なぜなら、規制で守
られた金融業界ではビジネスの予測可能
性が相対的に高く、過去の積み上げに基
づくビジネス設計である程度方程式を解
き切れたからだ。

だが、“創造的破壊”の世界では、ビジネ
スの予測可能性が著しく悪化し、従来型
のアプローチが通用しなくなる。

あくまで顧客起点でアンメットニーズを
徹底的に洗い出し、消費者の微妙な感情
も読み取りながらプロダクト・サービ
ス・顧客体験を磨きこんでいくことが勝
負の鍵となるのだ。

先進事例

このような環境認識を踏まえ、いくつか
の金融機関では“真の顧客起点型ビジネ
スモデル”への転換に向け先手を打ち始
めている。

伊予銀行では、「デジタル・ヒューマ
ン・デジタル（DHD）バンク」構想を掲
げ、人的資源は人ならではの付加価値を
出せる領域（相談・地域とのつながり
等）に特化し、それ以外の領域（手続き
等）はデジタルを使い徹底的に効率化す
ることを基本方針としている。結果、顧
客は煩雑な手続きから解放され（例、6

分での口座開設）、密な相談を受けられ
るといった顧客体験の抜本的な変革を目
指している。

独保険大手アリアンツでは、複数のエコ
システム（スマートホームサービス、農
家向けトータルソリューションサービ
ス）に参画し、エコシステムの一参加者
としての“保険プロバイダー”に徹してい
る。顧客視点での“自然な導線”を重視
し、あえてエコシステムの主導権を取ら
ない点が肝である。

英保険大手アビバでは、「デジタル・
ファースト」戦略として顧客支援サービ

スの拡充・迅速化を図っている。一例と
して、将来の顧客接点として「声」が肝
になると見立て、業界に先駆けてスマー
トスピーカー（Amazon Alexa）の活用
を模索している。

抜本的体質転換の要諦

既存金融機関にとって、新たなビジネス
モデルへの転換は、一足飛びに実現でき
るものではない。

なぜなら、既存プレイヤーがビジネスモ
デルを変革する上では、足元の利益捻出
と 将 来 の 機 動 性 確 保 を 両 立 す べ き
（WISE PIVOT）であるからだ（図表3）。

つまり、既存ビジネスでは、商品開発ス
ピード向上、マーケティング高度化、コ
スト効率化といった現状の延長線上でビ
ジネスを高度化・効率化していく。一方
で、徹底的な顧客起点で新たなビジネス
モデルを生み出すことが重要なのだ。

特に、新たなビジネスモデルの創出を、
現行組織体制の枠組みの中で生み出すこ
とは現実的ではない。

良くある陥りがちな罠として、既存ビジ
ネスと兼務で新規ビジネス担当者をアサ
インしてしまうことである。

前述の通り、既存ビジネスと新規ビジネ
スは真逆の価値観で推進していかなけれ
ばならない。しかし、両者を兼務にして
しまうことで、“現状の制約の中でやれ
ること”を前提に新規ビジネスを発想し
てしまい、将来新たな収益の柱になりう
るようなキラリと光る新規ビジネス案が
生まれないのだ。

そこで、弊社は部門横断型プロジェクト
を組成することを推奨している（図表4）。

当該組織では、有力人材を結集させ、徹
底的な顧客目線で顧客ニーズ充足に資す
るビジネスモデルをデザインすること
（Whatの具体化）に特化する。

他方で、現行組織は、部門横断型プロ
ジェクトが具体化したWhatを、どう実
現するのかを考えるのだ（Howの検討）。

ポイントは、新規ビジネス部隊が“飛ん
だ”発想をしやすくするために、既存ビ
ジネスから切り離すことにある。

最後に

来たる“創造的破壊”の時代に勝ち残るた
めには“真の顧客起点型ビジネスモデル”
への転換が必要であり、既存金融機関に
とっては、既存ビジネス強化による足元
の利益捻出と、将来のビジネスモデル創

出の両立（WISE PIVOT）が肝要である
ことを述べた。

抜本的な変革には痛みが付き物である。
既存金融機関は、真の顧客起点型ビジネ
スモデルへの転換を腹決めする時期に来
ている。

残された猶予期間は長くはない。

我々は金融業界における企業変革のプロ
集団として、変革の気概ある金融機関に
おける抜本的なビジネスモデル変革の道
のりを伴走していきたい。

2012 201820162014 2020 20242022

Blockchain 1.0 
（通貨・決済への適用）

Blockchain 2.0 
（金融業界での活用）

Blockchain 3.0
（他業界への拡大）

・ 仮想通貨への適用
・ 送金・決済、デジタル決済への

適用

・ 通貨・決済だけでなく、保険を
含めた金融業界で活用

・ スマートコントラクトの適用に
よる自動契約などの実現（複雑
な条件・移転の契約がリアルタ
イムで可能）

・医療分野、自動車関連分野、政府
関連事業（出生/死亡届、住所変
更など）等の金融とは異なる分
野への拡大

2018年以降、
様々な保険会社で実用化が進む見通し
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図表2  伝統的保険業務におけるブロックチェーン適用仮説

ブロックチェーン活用が求められ
る理由

ブロックチェーン活用は依然として世界
的 に も 国 内 的 に も 黎 明 期 に あ る が 、
2018年は金融業界でPOC（概念実証）
にとどまらず実用化が進み、いわばブ
ロックチェーン2.0ともいうべきフェー
ズにさしかかっている（図表1）。

ブロックチェーンへの関心と活用のレベ
ルは分野ごとの差が見られ、現状では生
命保険よりも損害保険・再保険分野で積
極的な取り組みが進んでいる。その理由
の1つは、自動運転車といった破壊的テ
クノロジーの影響を受け、損害保険会
社・再保険会社が収益低下への危機感を
募らせていることである。こうした流れ
を背景に、業務効率化や新商品（マイク
ロインシュアランスや小口ニーズに対応
する商品）開発の必要性が急速に高まっ
ている。

現在のところ、生命保険業界はビジネス
のあり方を根底から揺るがされるような
変化に直面していないが、業務効率化の
必要性に直面している点では変わりな
い。例えば日本でビジネスを展開する
40以上の生命保険会社は、各社独自に
ウェブサイトやデータベースを保有し、
企業単位で保険請求業務を行っている。
このことを考えても、プロセスの共有・
標準化を通じた効率化向上の余地は大い
にあると言える。

また生命保険会社は、営業や販売網、顧
客関係管理といった分野でコスト削減を
進める必要性に迫られている。人口減少
と労働力不足の影響が深刻化しつつある
今、こうした課題への対応が急務となっ
ている。

日本が直面する課題

ブロックチェーンは、日本の保険会社に
変革をもたらす可能性を秘めていること
は間違いないが、状況を注意深く見極
め、活用法を正しく理解する必要があ
る。ブロックチェーンが持つ大きな強み
の1つは、信頼性・透明性が高い環境の
中で多様なステークホルダー間のデータ
共有を低コストで実現できる点である。
しかし、同技術を活用した仮想通貨取引
をめぐる近年のスキャンダルなどの影響
もあり、日本では依然として誤ったネガ
ティブなイメージが払拭できていない。
また日本の消費者は、他国と比べて個人
データの共有にやや神経質な傾向があ
る。こうした理由から、ブロックチェー
ンのポテンシャル活用に一定の制約もあ
るのが実状である。

来たる“創造的破壊”の波

 “創造的破壊”の波はあらゆる産業を飲み
込む。既に“発展期”や“混乱期”の産業群
（図表1）に見られる通り、“創造的破
壊”の世界では、競争のルールが根本か
ら覆り、業界構造が激変する。多くの場
合、既存大手は存在感を失い、新規参入
企業が主役に躍り出る。

例えば、Amazonは徹底的に磨き込んだ
ECにより買い物の煩わしさを解消し、
Kindleにより読書そのものを再定義して
きた。その結果、米国トイザらス（2017

年9月に破綻）をはじめとする伝統的な
小売系メガプレイヤーは窮地に陥ってい
る。（ちなみに、Amazonの事業拡大に
影響を受ける銘柄群は「Amazon恐怖銘
柄指数（Death by Amazon）」と呼ばれ
ている）

次の“創造的破壊”の波は、銀行・証券・
保険を含む“不安定期”の企業群に到来す
ると見られている（図表1）。

何が“創造的破壊”を引き起こすのか。そ
れは、Amazonが買い物の面倒臭さを解
消したように、テクノロジーの進化に伴
う、消費者の隠された不満（＝本質的
ニーズ）を根本から解決するプレイヤー
やサービスの出現である。

その意味では、規制産業の代表格である
金融業界の顧客体験は他産業と比べても
著しく悪いため、“創造的破壊”が引き起
こされる可能性・インパクトともに甚大
であると見るべきであろう。

金融業界に“創造的破壊”をもたらし得る
非金融プレイヤーは複数考えられるが、
例えば、GAFAのようなプレイヤーが、
デジタル空間における圧倒的な顧客接
点・顧客情報を強みに本腰を入れて攻め
込んでくるはずだ。

真の顧客起点型ビジネスモデルへ

既存金融機関が“創造的破壊”の時代で勝
ち残るにはどうすべきか。

それは、“真の顧客起点型ビジネスモデ
ル”に生まれ変わる他はない。そのため
には、ビジネス運営の方法論だけでな
く、企業としての価値観・DNAにまで踏
み込んだ変革が必要である（図表2）。

昨今では多くの国内金融機関において、
特定の領域においてはアジャイル型で開
発を行って早い段階で“Go or No-Go”を
見極めることや、成果測定をするにあ
たって結果指標一本槍ではなく、案件タ
イプによっては“案件実施数”といったプ
ロセス指標で管理すべき、といった“方
法論”が相当程度浸透してきている。

しかしながら、“価値観”の面では、未だ
に多くの金融機関が旧来型パラダイムか
ら脱し切れていないと感じる。

つまり、あくまでも発想の起点が“自社
の都合”であり、ビジネスの勝ち方が昨
年までと大きく変わらないことを前提
に、硬直的かつロジカルな手法でビジネ
スを設計しているのだ。

また規制環境も保険会社に影響を及ぼし
ている。日本の金融セクターでは、他の
主要先進国と比べて厳格な規制が施行さ
れており、保険会社は顧客データの共有
を海外ほどオープンに行えていない。
（例えば国内の生損保間では、顧客デー
タ共有が禁じられている）。

さらに保険会社の異業種参入にも制限が
あるため、ブロックチェーンの強みを活
かしやすいエコシステム構築の機会は限
られるのが現状である。

但し、こうした面だけを見て、ブロック
チェーンのポテンシャルを判断するのは
早計であろう。例えば東京海上日動火災
保険の取り組みでは、データ入力に要す
る時間が85%短縮され、業務効率化の観
点だけをみても効果は明らかである。ま
た同技術の活用を通じて、生命保険会社
の企業価値が26%向上するというデータ

もある。日本の保険会社がこうした効果
を実現するには、まずブロックチェーン
にまつわる誤ったイメージを見直し、活
用法を正しく理解することが不可欠で
ある。

国内におけるブロックチェーンの
伝統的保険業における活用仮説

日本の保険会社が検討・推進しやすいの
は、伝統的保険業務にブロックチェーン
を適用し、業務効率化を狙いとするケー
スが多いと思われる。弊社仮説として、
伝統的保険業務のバリューチェーンにお
けるブロックチェーン適合性の余地を検
討した（図表2）。その結果、適合性の
高い領域は以下の2つと考えられる。

A）引受査定や支払査定など関係者が多
く、データの共有によってうまく機能す
る領域

B）反社チェックや各種属性変更等、非
競争領域で、紙ベースのオペレーション
や人手によるデータ連携・加工などの非
効率な業務プロセスが依然として存在す
る領域

ブロックチェーン活用アイデアの1つ目
として、未収対応が考えられる。現在、
保険料未収が発生した場合、未収の案内
発送や営業職員が直接集金することで未
収対応しており、発送費や人件費などの
コストがかかる。ブロックチェーン活用
により、顧客のクレジットカードや銀行
口座情報を共有し、未収の発生をトリ
ガーとして、別の口座から自動引落しを
実施することで案内・通知発送費や人件
費などのコスト削減に寄与する。また本
来的な保険会社の活動として、資金繰り
に困っている顧客に対して、コストをか
けてでも営業職員が対面で収納勧奨・コ
ンサルティングを実施して、顧客不利益
を未然に防止することが可能となるので
はないか。

活用アイデア2つ目は、引受査定の自動
化である。保険会社はお客さまの信用情
報、反社情報は金融機関毎に管理してい
るが、ブロックチェーンを活用し、反社
情報他を共有することで、各社個別で管
理する必要がなくなる。さらに競争領域
業務でないため、業界標準としての活用
も視野に入れることができる。ただし、
情報の管理主体やセキュリティの検討は
慎重に行う必要がある。

終わりに

ブロックチェーンは、一般的に仮想通貨
のイメージが先行しているが、様々な企
業がブロックチェーン技術をいかに自社
業務に適用できるかを模索している最中
である。金融機関において、当局の規制
も考慮した上で、いかに現業への適用が
見込めるか、まだまだ検証が必要な状況
であろう。

ブロックチェーン活用がもたらす効果
は、効率化やコスト削減にとどまらな
い。保険加入や保険金の請求・支払いプ
ロセスが迅速化すれば、顧客体験の向上
にもつながる。将来的には、ブロック
チェーンはさらに大きな可能性を秘めて
いる。「展開が容易な」既存商品の枠組
みを超え、顧客それぞれの目的や嗜好に
あった保険商品・ソリューションを、銀
行やフィンテックなどの異業種企業と共
有するプラットフォーム上で提供すると
いったことが可能かもしれない。安全性
の高いブロックチェーン技術を活用した
オープンデータ・ベースのエコシステム
は、全てのステークホルダーにメリット
をもたらすであろう。

これまで保険商品は、顧客ニーズに応じ
てその都度開発・提供するという、受け
身的な販売がほとんどだった。しかしブ

ロックチェーンの登場によって、金融
サービス業界全体のエコシステムとより
密接に連携し、顧客のライフスタイルに
寄り添った積極的な展開も可能になって
いる。少なくとも理論の上では、保険業
界に生じる長期的変革の牽引役となるポ
テンシャルを持っているのである。

これまでの競争環境ではこれが正解だっ
たのかもしれない。なぜなら、規制で守
られた金融業界ではビジネスの予測可能
性が相対的に高く、過去の積み上げに基
づくビジネス設計である程度方程式を解
き切れたからだ。

だが、“創造的破壊”の世界では、ビジネ
スの予測可能性が著しく悪化し、従来型
のアプローチが通用しなくなる。

あくまで顧客起点でアンメットニーズを
徹底的に洗い出し、消費者の微妙な感情
も読み取りながらプロダクト・サービ
ス・顧客体験を磨きこんでいくことが勝
負の鍵となるのだ。

先進事例

このような環境認識を踏まえ、いくつか
の金融機関では“真の顧客起点型ビジネ
スモデル”への転換に向け先手を打ち始
めている。

伊予銀行では、「デジタル・ヒューマ
ン・デジタル（DHD）バンク」構想を掲
げ、人的資源は人ならではの付加価値を
出せる領域（相談・地域とのつながり
等）に特化し、それ以外の領域（手続き
等）はデジタルを使い徹底的に効率化す
ることを基本方針としている。結果、顧
客は煩雑な手続きから解放され（例、6

分での口座開設）、密な相談を受けられ
るといった顧客体験の抜本的な変革を目
指している。

独保険大手アリアンツでは、複数のエコ
システム（スマートホームサービス、農
家向けトータルソリューションサービ
ス）に参画し、エコシステムの一参加者
としての“保険プロバイダー”に徹してい
る。顧客視点での“自然な導線”を重視
し、あえてエコシステムの主導権を取ら
ない点が肝である。

英保険大手アビバでは、「デジタル・
ファースト」戦略として顧客支援サービ

スの拡充・迅速化を図っている。一例と
して、将来の顧客接点として「声」が肝
になると見立て、業界に先駆けてスマー
トスピーカー（Amazon Alexa）の活用
を模索している。

抜本的体質転換の要諦

既存金融機関にとって、新たなビジネス
モデルへの転換は、一足飛びに実現でき
るものではない。

なぜなら、既存プレイヤーがビジネスモ
デルを変革する上では、足元の利益捻出
と 将 来 の 機 動 性 確 保 を 両 立 す べ き
（WISE PIVOT）であるからだ（図表3）。

つまり、既存ビジネスでは、商品開発ス
ピード向上、マーケティング高度化、コ
スト効率化といった現状の延長線上でビ
ジネスを高度化・効率化していく。一方
で、徹底的な顧客起点で新たなビジネス
モデルを生み出すことが重要なのだ。

特に、新たなビジネスモデルの創出を、
現行組織体制の枠組みの中で生み出すこ
とは現実的ではない。

良くある陥りがちな罠として、既存ビジ
ネスと兼務で新規ビジネス担当者をアサ
インしてしまうことである。

前述の通り、既存ビジネスと新規ビジネ
スは真逆の価値観で推進していかなけれ
ばならない。しかし、両者を兼務にして
しまうことで、“現状の制約の中でやれ
ること”を前提に新規ビジネスを発想し
てしまい、将来新たな収益の柱になりう
るようなキラリと光る新規ビジネス案が
生まれないのだ。

そこで、弊社は部門横断型プロジェクト
を組成することを推奨している（図表4）。

当該組織では、有力人材を結集させ、徹
底的な顧客目線で顧客ニーズ充足に資す
るビジネスモデルをデザインすること
（Whatの具体化）に特化する。

他方で、現行組織は、部門横断型プロ
ジェクトが具体化したWhatを、どう実
現するのかを考えるのだ（Howの検討）。

ポイントは、新規ビジネス部隊が“飛ん
だ”発想をしやすくするために、既存ビ
ジネスから切り離すことにある。

最後に

来たる“創造的破壊”の時代に勝ち残るた
めには“真の顧客起点型ビジネスモデル”
への転換が必要であり、既存金融機関に
とっては、既存ビジネス強化による足元
の利益捻出と、将来のビジネスモデル創

出の両立（WISE PIVOT）が肝要である
ことを述べた。

抜本的な変革には痛みが付き物である。
既存金融機関は、真の顧客起点型ビジネ
スモデルへの転換を腹決めする時期に来
ている。

残された猶予期間は長くはない。

我々は金融業界における企業変革のプロ
集団として、変革の気概ある金融機関に
おける抜本的なビジネスモデル変革の道
のりを伴走していきたい。
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